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（１）損益概況 

        参考： 

 前第１四半期 

(21 年４月～６月)

進捗率 

（通期比）

当第１四半期

(22 年４月～６月)

進捗率 

(通期予想比)
前年同期比  前年度 

(21 年４月～22 年３月)

金額 

（百万円） 

比率 

（％） 

金額 

（百万円）

比率 

（％） 

増減額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

 金額 

（百万円） 

売 上 高 81,521 24.1 80,650 23.0 △870 △1.1  338,629
 コンサルティングサービス 6,336 21.9 6,517 21.7 180 2.9  28,883
 開発・製品販売 30,638 24.2 29,862 22.5 △775 △2.5  126,821
 運 用 サ ー ビ ス 42,314 25.3 42,272 24.7 △41 △0.1  167,010
 商 品 販 売 2,231 14.0 1,998 12.5 △233 △10.5  15,914
売 上 原 価 58,129 60,041 1,911 3.3  245,641
売 上 総 利 益 23,392  20,609  △2,782 △11.9  92,988
（売上総利益率） 28.7%  25.6%  △3.1P    27.5%
販売費及び一般管理費 13,438  14,048  610 4.5  52,911
営 業 利 益 9,953 24.8 6,560 14.9 △3,392 △34.1  40,077
（ 営 業 利 益 率 ） 12.2% 8.1% △4.1P    11.8%
営業外損益（ネット） 906  942  35 3.9  870
経 常 利 益 10,860 26.5 7,502 16.7 △3,357 △30.9  40,947
特別損益（ネット） △296 △317 △20 －  △3,618
四半期（当期）純利益 6,124 28.0 4,082 15.7 △2,042 △33.3  21,856
１ 株 当 た り 四 半 期 
（ 当 期 ） 純利 益 ( 円 ) 31.48 28.0 20.97 15.7 △10.51 △33.4  112.32

 ※売上高の内訳は、サービス別の売上高です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企業の情報システム投資計画には回復の兆しがみられるものの、投資実績は前年を下回り、情報サービス産業にとっ

て厳しい経営環境が続いた。 

 売上高は、銀行業、保険業向けの開発案件や製品販売が増加した一方、証券業向け開発案件が減少し、806 億円と前年

同期比で横ばいとなった。 

 売上総利益は、206 億円と前年同期比 11.9%減少した。外部委託費が減少する一方、事業基盤の強化に向けた戦略的な案件

等への取組みによるコストが増加し、売上総利益率は、前年同期の 28.7%から 25.6%へと 3.1 ポイント悪化した。 

 販売費及び一般管理費は、オフィス拡張にともなうコストや人件費の増加などもあり、140 億円と前年同期比 4.5%増加した。 

 営業利益は、65 億円と前年同期比 34.1%減少した。営業利益率は 12.2%から 8.1%へと 4.1 ポイント悪化した。 

 経常利益は、75 億円と前年同期比 30.9%減少した。 

 四半期純利益は、40 億円と前年同期比 33.3%減少した。１株当たり四半期純利益は 20.97 円と前年同期比 33.4%減少した。 
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（２）セグメント情報 

 ①セグメント別損益（各セグメントは内部売上高を含む） 

     参考： 
  前第１四半期 

（21 年４月～６月）

当第１四半期 

（22 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（21 年４月～22 年３月）

 
 

金額 

（百万円） 

構成比

（％）

金額 

(百万円) 

構成比

（％）

増減額 

(百万円)

増減率 

（％） 

 金額 

(百万円) 

構成比

（％）

コンサルティング 売上高 3,907 4.8 3,726 4.6 △181 △4.6  17,993 5.3
 営業利益 △409 △4.1 △632 △9.6 △222 －  127 0.3
 営業利益率 (%) △10.5 △17.0 △6.5P   0.7

金融ＩＴソリューション 売上高 49,862 61.2 50,899 63.1 1,037 2.1  209,191 61.8
 営業利益 4,875 49.0 3,678 56.1 △1,197 △24.6  19,845 49.5
 営業利益率 (%) 9.8 7.2 △2.6P   9.5

産業ＩＴソリューション 売上高 23,215 28.5 22,023 27.3 △1,192 △5.1  95,859 28.3
 営業利益 1,956 19.7 △202 △3.1 △2,159 －  8,425 21.0
 営業利益率 (%) 8.4 △0.9 △9.3P   8.8

ＩＴ基盤サービス 売上高 17,083 21.0 16,967 21.0 △116 △0.7  69,298 20.5
 営業利益 2,301 23.1 2,620 39.9 318 13.8  8,525 21.3
 営業利益率 (%) 13.5 15.4 2.0P   12.3

そ の 他 売上高 3,536 4.3 2,967 3.7 △568 △16.1  12,082 3.6
 営業利益 141 1.4 115 1.8 △25 △18.3  △467 △1.2
 営業利益率 (%) 4.0 3.9 △0.1P   △3.9

内部売上高・調整額 売上高 △16,084 △19.7 △15,933 △19.8 151   △65,795 △19.4
 営業利益 1,086 10.9 981 15.0 △105   3,621 9.0

合 計 売上高 81,521 100.0 80,650 100.0 △870 △1.1  338,629 100.0
 営業利益 9,953 100.0 6,560 100.0 △3,392 △34.1  40,077 100.0
 営業利益率 (%) 12.2 8.1 △4.1P   11.8

 
 
 
 

 コンサルティングは、景気の低迷を受け経営コンサルティング案件、システムコンサルティング案件ともに減少し、売上高は 37 億円、

営業損失は 6 億円となった。 

 金融ＩＴソリューションは、売上高は 508 億円となった。営業利益は、外部委託費が減少したものの、事業基盤の強化に向けた戦略的

な案件等への取組みによるコストやソフトウエアの償却費が増加し、36 億円となった。営業利益率は 9.8%から 7.2%へと 2.6 ポイント悪

化した。 

 産業ＩＴソリューションは、売上高は 220 億円となった。営業利益は、事業基盤の強化に向けた戦略的な案件等への取組みによるコス

トが増加し、2 億円の赤字となった。営業利益率は 8.4%から△0.9%へと 9.3 ポイント悪化した。 

 ＩＴ基盤サービスは、売上高は 169 億円、営業利益は 26 億円となった。 

当期より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を

適用しています。過年度の数値は、当該会計基準を遡及適

用したものです。 
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②セグメント別外部売上高詳細 
  参考： 

 前第１四半期 

（21 年４月～６月） 

当第１四半期 

（22 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（21 年４月～22 年３月）

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率  金額 構成比

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

コンサルティング 3,905 4.8 3,704 4.6 △200 △5.1  17,945 5.3
金融ＩＴソリューション 49,825 61.1 50,883 63.1 1,058 2.1  209,032 61.7
 証 券 業 26,658 32.7 24,361 30.2 △2,297 △8.6  108,401 32.0
 保 険 業 12,519 15.4 13,797 17.1 1,278 10.2  53,895 15.9
 銀 行 業 5,373 6.6 7,354 9.1 1,981 36.9  25,881 7.6
 その他金融業等 5,273 6.5 5,369 6.7 95 1.8  20,854 6.2
産業ＩＴソリューション 22,148 27.2 20,981 26.0 △1,166 △5.3  90,965 26.9
 流 通 業 10,102 12.4 10,611 13.2 509 5.0  41,289 12.2
 製造・サービス業等 12,046 14.8 10,370 12.9 △1,676 △13.9  49,676 14.7
ＩＴ基盤サービス 2,851 3.5 2,820 3.5 △31 △1.1  11,391 3.4
そ の 他 2,791 3.4 2,261 2.8 △529 △19.0  9,295 2.7
合 計 81,521 100.0 80,650 100.0 △870 △1.1  338,629 100.0

 
 
 
 

 （３）主要顧客別売上高 
参考： 

 前第１四半期 

（21 年４月～６月）

当第１四半期 

（22 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（21 年４月～22 年３月）

 金額 割合 金額 割合 増減額 増減率  金額 割合 

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

野村ホールディングス㈱ 22,563 27.7 19,155 23.8 △3,407 △15.1  86,335 25.5

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 9,797 12.0 10,610 13.2 813 8.3  40,599 12.0
※ 原則として、相手先の子会社向けの売上高を含めています。 

※ 「割合」は、連結売上高に対する割合です。 

 

 金融ＩＴソリューションは、証券業向け開発案件が減少した一方、銀行業、保険業向けの開発案件や製品販売が増加し、508 億円と

なった。 

 産業ＩＴソリューションは、流通業向けの開発案件が増加する一方、製造・サービス業等顧客向けの開発案件や商品販売が減少し、

209 億円となった。 
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（４）セグメント別外部受注額 
受注高 
 前第１四半期

（21 年４月～６月）

当第１四半期

（22 年４月～６月）
前年同期比 

 金額 金額 増減額 増減率 

 （百万円） （百万円） （百万円） （％） 

コ ン サ ル テ ィ ン グ 6,489 6,549 60 0.9 
金融ＩＴソリューション 40,870 34,413 △6,456 △15.8 
産業ＩＴソリューション 18,211 13,533 △4,677 △25.7 
Ｉ Ｔ 基 盤 サ ー ビ ス 3,801 2,305 △1,496 △39.4 
そ の 他 3,414 3,177 △237 △6.9 
合 計 72,787 59,980 △12,807 △17.6 

 

受注残高 
 前第１四半期末

（21 年６月 30 日）

当第１四半期末 

（22 年６月 30 日）
前年同期末比 

 金額 金額 増減額 増減率 

 （百万円） （百万円） （百万円） （％） 

コ ン サ ル テ ィ ン グ 4,878 4,290 △588 △12.1 
金融ＩＴソリューション 105,547 103,874 △1,672 △1.6 
産業ＩＴソリューション 46,290 43,671 △2,618 △5.7 
Ｉ Ｔ 基 盤 サ ー ビ ス 6,534 6,769 234 3.6 
そ の 他 4,016 3,456 △560 △14.0 
合 計 167,267 162,061 △5,205 △3.1 
（ う ち 、 期 中 分 ） 164,246 161,108 △3,138 △1.9 

 
 受注残高合計は、1,620 億円となった。 

 金融ＩＴソリューションは、共同利用型サービスにおける新規顧客獲得による増加があったものの、開発案件が減少し、1,038 億円

となった。 

 産業ＩＴソリューションは、開発案件が減少し、436 億円となった。 
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（５）キャッシュ・フロー 
 参考： 

 前第１四半期 

（21 年４月～６月）

当第１四半期 

（22 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（21 年４月～22 年３月）

 金額 

（百万円） 

金額 

（百万円） 

増減率 

（％） 

 金額 

（百万円）   
  税金等調整前四半期（当期）純利益 10,563 7,185 △32.0  37,328
  営業外損益項目の調整額（益：△） △840 △1,020 21.3  △789
  特別損益項目の調整額（益：△） 306 373 22.0  840
  減価償却費 6,774 7,633 12.7  30,915
  営業債権・債務の増減額 11,681 10,909 △6.6  4,198
  引当金の増減額（減少：△） △5,912 △7,507 27.0  △2,489
  その他 4,061 1,694 △58.3  7,371
  小計 26,634 19,269 △27.7  77,375
  利息および配当金 977 1,052 7.6  1,412
  法人税等の支払額 △11,912 △9,388 △21.2  △20,727

営業活動によるキャッシュ・フロー 15,699 10,933 △30.4  58,060
  有形固定資産の取得による支出 △3,721 △4,310 15.8  △12,499
  無形固定資産の取得による支出 △5,373 △2,416 △55.0  △15,115
  小計：設備投資額 △9,094 △6,727 △26.0  △27,614
  定期預金の払戻による収入 3,562 － △100.0  6,009
  有価証券等の取得による支出 △252 △7,042 －  △3,734
  有価証券等の売却及び償還による収入 2,030 80 △96.1  8,446

  
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の
売却による収入 

664 － △100.0  664

  その他 17 10 △39.4  53
投資活動によるキャッシュ・フロー △3,071 △13,678 345.3  △16,175
フリー・キャッシュ・フロー 12,628 △2,745 －  41,885
（除く：資金運用目的投資 ※） 7,316 4,279 △41.5  29,876
  短期借入れによる収入 4,000 3,500 △12.5  6,500
  短期借入れの返済による支出 △4,000 △3,500 △12.5  △6,500
  ファイナンス・リース債務の返済による支 出 △72 △27 △62.8  △235
  自己株式の取得・処分（取得：△） △0 0 －  △0
  配当金の支払額 △5,010 △5,027 0.4  △10,112

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,082 △5,054 △0.6  △10,348
現金及び現金同等物に係る換算差額 △132 △224 69.6  10
現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 7,412 △8,024 －  31,547
現金及び現金同等物の期首残高 28,228 59,775 111.8  28,228
現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 35,641 51,751 45.2  59,775
現金及び現金同等物＋資金運用目的投資残高 53,499 72,811 36.1  73,837
※資金運用目的投資は、預入日から満期日までの期間が３ヶ月を超える定期預金および国債等への投資です。 

なお、投資活動によるキャッシュ・フローに含まれる資金運用目的投資は以下のとおりです。 

 
 定期預金の払戻による収入 3,562 － △100.0  6,009
 有価証券等の取得による支出 △250 △7,024 －  －

  有価証券等の売却及び償還による収入 2,000 － △100.0  6,000
資金運用目的投資合計（支出：△） 5,312 △7,024 －  12,009
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（６）外注実績 

参考： 

 前第１四半期 

（21 年４月～６月）

当第１四半期 

（22 年４月～６月） 
前年同期比 

 前年度 

（21 年４月～22 年３月）

 金額 割合 金額 割合 増減額 増減率  金額 割合

 （百万円） （％） （百万円） （％） （百万円） （％）  （百万円） （％）

外 注 実 績 27,747 34.0 24,920 30.9 △2,826 △10.2  109,825 32.4
うち中国オフショア開発 3,664 13.2 2,892 11.6 △772 △21.1  13,548 12.3

※外注実績の割合は、外部売上実績に占める外注実績の割合を表示しています。また、中国オフショア開発の外注実績の割合 

は、総外注実績に対する割合を表示しています。 

 
 
 

（７）投資等 
 参考： 

 前第１四半期 

（21 年４月～６月）

当第１四半期 

（22 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（21 年４月～22 年３月）

 金額 

（百万円） 

金額 増減額 増減率  金額 

 （百万円） （百万円） （％）  （百万円） 

設 備 投 資 7,610 3,796 △3,813 △50.1  29,000

 有形固定資産 2,277 1,444 △833 △36.6  13,792

 無形固定資産 5,332 2,352 △2,979 △55.9  15,208

研 究 開 発 732 681 △51 △7.0  3,561

 
（８）減価償却費 

 参考： 

 前第１四半期 

（21 年４月～６月）

当第１四半期 

（22 年４月～６月）
前年同期比 

 前年度 

（21 年４月～22 年３月）

 金額 

（百万円） 

金額 増減額 増減率  金額 

 （百万円） （百万円） （％）  （百万円） 

有 形 固 定 資 産 2,777 2,446 △331 △11.9  12,271

無 形 固 定 資 産 3,996 5,187 1,190 29.8  18,644

合 計 6,774 7,633 859 12.7  30,915

 

 外部委託費の削減に努め、外注実績は 249 億円となった。 

 中国オフショア開発は、28 億円となった。 
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セグメント別外部売上高詳細 

 【通期】 
 

 22 年３月期 

（実績） 

23 年３月期 

（予想） 
前期比 

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率 

 （億円） （％） （億円） （％） （億円） （％） 

コンサルティング 179 5.3 190 5.4 10 5.9 
金融ＩＴソリューション 2,090 61.7 2,170 62.0 79 3.8 
 証 券 業 1,084 32.0 1,110 31.7 25 2.4 
 保 険 業 538 15.9 560 16.0 21 3.9 
 銀 行 業 258 7.6 265 7.6 6 2.4 
 その他金融業等 208 6.2 235 6.7 26 12.7 

産業ＩＴソリューション 909 26.9 950 27.1 40 4.4 
 流 通 業 412 12.2 415 11.9 2 0.5 
 製造・サービス業等 496 14.7 535 15.3 38 7.7 
ＩＴ基盤サービス 113 3.4 100 2.9 △13 △12.2 
そ の 他 92 2.7 90 2.6 △2 △3.2 
合 計 3,386 100.0 3,500 100.0 113 3.4 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 22 年４月 28 日に公表した業績予想は修正していませ

んが、当期より「セグメント情報等の開示に関する会計基

準」を適用しているため、当該基準によるセグメント別の

業績予想を記載します。 
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 【上期】 

 

 22 年３月期 

（実績） 

23 年３月期 

（予想） 
前年同期比 

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率 

 （億円） （％） （億円） （％） （億円） （％） 

コンサルティング 85 5.1 90 5.5 4 5.4 
金融ＩＴソリューション 1,021 61.2 1,020 61.8 △1 △0.2 
 証 券 業 539 32.3 530 32.1 △9 △1.7 
 保 険 業 257 15.5 260 15.8 2 0.8 
 銀 行 業 121 7.3 125 7.6 3 2.8 
 その他金融業等 103 6.2 105 6.4 1 1.9 

産業ＩＴソリューション 453 27.2 440 26.7 △13 △3.0 
 流 通 業 208 12.5 205 12.4 △3 △1.5 
 製造・サービス業等 245 14.7 235 14.2 △10 △4.3 
ＩＴ基盤サービス 57 3.4 50 3.0 △7 △12.8 
そ の 他 50 3.0 50 3.0 △0 △1.6 
合 計 1,668 100.0 1,650 100.0 △18 △1.1 

 
 【下期】 

 

 22 年３月期 

（実績） 

23 年３月期 

（予想） 
前年同期比 

 金額 構成比 金額 構成比 増減額 増減率 

 （億円） （％） （億円） （％） （億円） （％） 

コンサルティング 94 5.5 100 5.4 5 6.3 
金融ＩＴソリューション 1,068 62.2 1,150 62.2 81 7.6 
 証 券 業 544 31.7 580 31.4 35 6.5 
 保 険 業 281 16.4 300 16.2 18 6.7 
 銀 行 業 137 8.0 140 7.6 2 2.0 
 その他金融業等 105 6.1 130 7.0 24 23.2 

産業ＩＴソリューション 456 26.6 510 27.6 53 11.8 
 流 通 業 204 11.9 210 11.4 5 2.5 
 製造・サービス業等 251 14.6 300 16.2 48 19.4 
ＩＴ基盤サービス 56 3.3 50 2.7 △6 △11.6 
そ の 他 42 2.5 40 2.2 △2 △5.1 
合 計 1,717 100.0 1,850 100.0 132 7.7 

 
  



Ⅲ．主要ニュースリリース一覧 

 

この資料は、投資判断のご参考となる情報の提供を目的としたもので、投資勧誘を目的として作成したものではありません。 
Copyright(C) Nomura Research Institute, Ltd.                                         9 

野野村村総総合合研研究究所所  

■ 経営関連 
・業務アウトソーシング事業を大幅に拡大 

～BPO サービス提供会社の完全子会社化と大連現地法人の設立～ 

（ 2010/06/28 ）

・支配株主等に関する事項について （ 2010/06/25 ）

・主要株主の異動に関するお知らせ （ 2010/06/17 ）

・「NRI 学生小論文コンテスト 2010 日本から未来を提案しよう！」を開催 

～全国の学生から日本の未来への提案を募集～ 

（ 2010/05/10 ）

・「マーケティングデータ分析コンテスト 2010」を開催 

～今年度は、『生活者を動かす広告とは何か』をテーマに募集～ 

（ 2010/04/19 ）

・2010 年度 NRI グループ入社式 祝辞 

～「第三の創業」にあたり、大いに力を発揮し、会社に新しい力を与えてほしい～ 

（ 2010/04/01 ）

 
 

■ 業務提携 
・日本の資産運用会社の経営課題に関するレポートを米国 Casey Quirk 社と共同で作成 （ 2010/05/17 ）

 
 

■ 商品・サービス（コンサルティングサービス）           
・「ユーザ企業の IT 活用実態調査（2009 年）」を実施 

～IT 投資は 2009 年が底、中期的には俊敏（アジャイル）な経営にむけた IT 活用へ～ 

（ 2010/05/26 ）

・2015 年度までのソーシャルメディアの進展と CRM へのインパクトを予測した「IT ロードマップ」を発表 

～「ソーシャル CRM」が消費者と企業の新たな関係構築を促す～ 

（ 2010/05/18 ）

・ポイント・マイレージの年間最少発行額は 2008 年度の約 8,900 億円から 2009 年度は家電エコポイン 

トを含め 1 兆円へ 

～国内 10 業界のポイント･マイレージ市場を推計・予測～ 

（ 2010/04/09 ）
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■ 商品・サービス（IT ソリューションサービス）           
・新製品「TRUE TELLER VOICE ダイジェスト」を 2010 年 8 月に発売 

～コールセンターの電話応対の要約文を自動作成し、業務の大幅効率化を実現～ 

( 2010/07/12 )

・テスト工程を効率化するテスト自動実行支援ツール「てぷらぱ」に PDF 対応機能を追加 

～テスト工程のさらなる効率化と正確性を実現～ 

（ 2010/06/30 ）

・「OpenStandia ソリューション/サイボウズ ガルーン エクステンション」の提供を開始 

～グループウェア「サイボウズガルーン 2」と「OpenStandia/Portal」を連携～ 

（ 2010/06/24 ）

・投資情報データベース提供サービス「IDS」でインターネット経由による格付データの提供を開始 （ 2010/05/20 ）

・クラウドや仮想環境向けにシステムテンプレート 「OpenStandia on クラウド」の提供を開始 

～オープンソースを活用してすぐに利用可能な多数のシステムテンプレートを提供～ 

（ 2010/05/12 ）

・資産運用会社向けトータルソリューション「T-STAR」ファミリーをシュローダーに提供開始 

～顧客サービスの拡充とグローバルな業務効率化を実現～ 

（ 2010/04/27 ）

・資産運用会社の新投信交付目論見書を自動作成する「T-STAR/ReportAssist」の提供を開始 

～「T-STAR」のオプションとして追加～ 

（ 2010/04/06 ）

 
 

NNRRII セセキキュュアアテテククノノロロジジーーズズ  
・企業情報システムのセキュリティに関する分析結果（2010年版）を公開 

～新たな脅威Web感染型マルウェアに対し、31%は対策が不十分～ 

（ 2010/07/06 ）

・「SecureCube / Labeling」でPDFファイルへの対応を開始 

～Active Directoryとの連携も開始し、社内IDと連動したログ管理が可能に～  

（ 2010/06/18 ）

 
 



Ⅳ．補足資料 （株）野村総合研究所
2010年7月28日

平成22年３月期 平成23年３月期 参考：平成22年
第１四半期 第１四半期 ３月期通期
(百万円) (百万円) (百万円)

【連結損益計算書】

売上高 81,521 80,650 338,629
コンサルティング 3,905 3,704 17,945
金融ITソリューション 49,825 50,883 209,032
　証券業 26,658 24,361 108,401
　保険業 12,519 13,797 53,895
　銀行業 5,373 7,354 25,881
　その他金融業等 5,273 5,369 20,854
産業ITソリューション 22,148 20,981 90,965
　流通業 10,102 10,611 41,289
　製造・サービス業等 12,046 10,370 49,676
IT基盤サービス 2,851 2,820 11,391
その他 2,791 2,261 9,295
売上原価 58,129 60,041 245,641
売上総利益 23,392 20,609 92,988
百分比（％） 28.7% 25.6% 27.5%
販売費及び一般管理費 13,438 14,048 52,911
貸倒引当金繰入額 - - 16
役員報酬 304 276 1,125
給料及び手当 3,686 4,026 18,261
賞与引当金繰入額 2,146 1,896 3,700
退職給付費用 532 570 2,111
福利厚生費 855 934 3,376
教育研修費 415 444 1,477
不動産賃借料 1,094 1,249 4,443
事務委託費 1,596 1,528 7,270
旅費及び交通費 297 401 1,324
器具備品費 346 487 1,800
減価償却費 318 429 1,607
うち研究開発費 732 681 3,561
営業利益(又は営業損失) 9,953 6,560 40,077
百分比（％） 12.2% 8.1% 11.8%
コンサルティング △409 △632 127
金融ITソリューション 4,875 3,678 19,845
産業ITソリューション 1,956 △202 8,425
IT基盤サ ビ 2 301 2 620 8 525IT基盤サービス 2,301 2,620 8,525
その他 141 115 △467
調整額 1,086 981 3,621

営業外収益 1,008 1,100 1,569
受取利息 110 83 365
受取配当金 831 946 1,036
投資事業組合運用益 - 59 1
その他 66 11 166

営業外費用 101 158 699
支払利息 6 3 13
投資事業組合運用損 38 23 36
持分法による投資損失 56 41 564
その他 0 89 85

経常利益 10,860 7,502 40,947
百分比（％） 13.3% 9.3% 12.1%
特別利益 13 56 195
投資有価証券売却益 3 - 195
貸倒引当金戻入額 9 56 -

特別損失 309 373 3,814
投資有価証券評価損 309 9 1,036
事務所移転費用 - - 2,777
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 - 364 -

税金等調整前四半期（当期）純利益 10,563 7,185 37,328
法人税、住民税及び事業税 4,443 3,101 17,402
法人税等調整額 - - △1,926
少数株主損益調整前四半期純利益 - 4,084 -
少数株主利益又は少数株主損失(△) △ 4 1 △ 4
四半期（当期）純利益 6,124 4,082 21,856
１株当たり四半期（当期）純利益（円） 31.48 20.97 112.32
潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益（円） 29.66 19.76 105.81

主な相手先別の販売実績

野村ホールディングス㈱ 22,563 19,155 86,335

㈱セブン＆アイ・ホールディングス 9,797 10,610 40,599
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